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はじめに 

 
本講義ノートは，講者が北海道大学経済学部で行った 2003 年度の「国際経済学講義」を

出発点としている．それは同じ経済学部で行った「政治経済学Ⅱ講義ノート」とも関連し，

そのノートから政治的考察が落とされて，代わりに狭義の国際経済学部分が拡大されたも

のであったが，さらに公共政策大学院での講義を通じて加筆されている． 
講義内容は国際経済学の初学者から大学院レベルでの受講者までを広く対象としている。

学部レベルでは，講義ノートの中の数学的表現の一部（たとえば n 行m 列にわたる線形代

数を用いた定式化など）や政治学・社会学・哲学・歴史学にわたる部分は難しいかもしれ

んらい。こうした問題には講義の際に具体的に対応することにしたい． 
なお，講義に利用する年表・統計や図などは「講義資料」として提供する．講義の際に

は必ずノートとともに携行して学習に役立ててもらいたい． 
 
本講義は，一面では国際経済学の基礎的知識の伝達にあるが，大学の講義の本質である 

「講義担当者自身の研究に基づく真理の探究」という側面も有している．その意味で，受

講生は「与えられた真理」を学習するのではなく，①現代の問題の発見と解決に向かう姿

勢をもち，②私の見解と弁証（対話）することや私以外の見地との比較を行う中で自分の

考えを探求することが求められ，③その際には何よりも「論理的に思考すること」「確かな

現実に基づいて考察すること」が必要とされる． 
 
受講生と講義担当者との出会いは 1 回かぎりの行為である－そして，北海道大学経済学

部についていえば，私の最後の国際経済学の講義となる．この機会を大切にしたいと願っ

ている． 
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